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［国際私法］ 
 

自動車メーカーであるＡ国法人のＰ社は、新興の企業であって、技術力・ブランド価値

の低さから、国際市場で広く販売することは困難であり、その製造する自動車を、Ａ国及

びＢ国のディーラーを通じてのみ販売していた。Ｂ国在住のＢ国人Ｑは、Ｐ社の製造した

自動車（以下、「本件自動車」という。）をＢ国の自動車ディーラーＲ社から割賦販売にて

購入した。 
Ｑは、自ら本件自動車を運転していたが、購入から１年後、これをＢ国の中古自動車デ

ィーラーＳ社に売却した。そして、日本の外国中古車ディーラーのＴ社の買い付け担当者

は、日本ではほとんど知られていないＰ社製の本件自動車に関心を示し、これをＢ国内で

Ｓ社から買い入れ、Ｔ社はＢ国から日本に本件自動車を輸入した。 
日本在住の日本人ＵはＴ社から本件自動車を購入して運転中、タイヤが縁石に軽くぶつ

かったところ、エアバッグが誤作動し、しかも衝撃が大きすぎて、Ｕは大きなけが（怪我）

を負ってしまった（以下、「本件事故」という。）。 
 以上の事実関係を前提に、下記の設問に答えよ。 
 
 (1) Ｒ社とＱとの本件自動車の売買契約においては、Ｑが本件自動車の売買代金を全

額支払うまで、Ｒ社が本件自動車の所有権を留保するものとされていた。そして、

ＱがＳ社に本件自動車を売却した時点で、ＱのＲ社への支払が完済に至っていなか

った。ＵがＴ社との売買契約により適法に所有権を取得したといえるか否かについ

ては、いずれの国の法によって判断されるか。 

 
 (2) Ｕは本件事故の原因が、本件自動車のエアバッグの不具合にあると主張し、Ｐ社

及び本件自動車のエアバッグを生産したＣ国のＶ社（専らＰ社にのみエアバッグを

供給していたものとする）に対して損害賠償請求訴訟を日本の裁判所に提起した。

日本の裁判所はこの訴えについて国際裁判管轄を有するか。必要があれば、Ｐ社に

対する訴えとＶ社に対する訴えを分けて論じること。 

 

 (3) 上記(2)において、我が国の国際裁判管轄が認められた場合、ＵのＰ社及びＶ社に

対する損害賠償請求の可否はいずれの国の法によって判断されるか。 

 
【１００点】 

 


